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あらまし：内閣官房及び内閣府と実践的な地域人材教育プログラムを共同開発．その教育研修の実践と評

価を行っており，本研究はその一環としての取り組みである．本稿では，東京海上日動火災保険株式会社

にてこれまで 5 年間に渡って同社と連携して実施している社員研修プログラム「地方創生を題材にした

構想力強化研修」に焦点を当てた報告を行う．  
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1. はじめに 

内閣官房及び内閣府と実践的な地域人材教育プロ

グラムを共同開発．その教育研修の実践と評価を筆

者は行っており，その成果を踏まえて産官学金連携

の教育研修プログラムの開発・支援を実施している．  

具体的には，内閣府専門委員としてデータの利用

状況やニーズを踏まえた行政職員対象の研修プログ

ラムを企画，研修教材を開発．全国各地の自治体で

行政職員を対象に政策立案に活かすデータ活用研修

の講師を担当し，研修効果の測定を行い，地域人材

育成プログラムの開発・支援に努めてきた． 

また，東京海上日動火災保険株式会社にて社員研

修プログラム「地方創生を題材にした構想力強化研

修」を同社と連携して企画，研修教材を開発，講師

を担当。過去 5 年間累計 13 回の研修において，教

育プログラムの実践と効果の測定，研修内容の改善

を同社と連携して進めてきた． 

さらに，教育機関で学生を対象に年間約 1,000 人，

過去 6 年間で累計約 6,000 人を対象にデータ活用教

育を実施．その効果測定を行い，研究成果をまとめ

てきた． 

上記の教育研究活動を通して，地域活性化や地域

課題の解決のために，①地域で必要とされるデータ

活用人材の資質と育成のための教育プログラムの

内容を明確化し，②地域課題の解決や地域活性化に

取り組むことができる実践的な教育研修プログラ

ムの構築と教材開発を行い，③地域において共通し

て利用可能なカリキュラムとして体系化し、自治体

の行政職員研修，企業団体の人材教育研修、教育機

関の教職員研修・授業として提供を行ってきた． 

本研究では，東京海上日動火災保険株式会社にて

これまで 5 年間に渡って同社と連携して実施してい

る社員研修プログラム「地方創生を題材にした構想

力強化研修」に焦点を当てた報告を行う． 

 

2. 研修設計 

筆者は，内閣官房からの推薦を受けて 2016年から

東京海上日動火災保険株式会社にて実施の社員研修

プログラム「地方創生を題材にした構想力強化研修」

を同社と連携して企画，研修教材を開発，これまで

過去 5 年間講師を担当している． 

研修設計に関する要望等のヒアリングを踏まえて

地域活性化や地域課題の解決のために，①地域で必

要とされるデータ活用人材の資質と育成のための教

育プログラムの内容を明確化し，②地域課題の解決

や地域活性化に取り組むことができる実践的な教育

研修プログラムの構築と教材開発を行い，③研修に

おいて，教育プログラムの実施と効果の測定，研修

内容の改善を進めてきた． 

 

図 1 政策課題の分析と明確化 

 

研修は，北海道から沖縄県までの全国各地にある

東京海上日動火災保険の各支店から応募した社員が

首都圏にある研修施設に集合して行われる．また，

直近ではオンラインによる研修も実施している． 

 研修の参加者は，地域の現状把握に関する事前課

題に取組んで研修前に提出することとした． 
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研修の過程で参加者は，①自治体が策定している

総合戦略や総合計画の内容から地域の目標を把握． 

②さらに，RESAS や e-Statに収録の統計データから

情報を収集して地域の現状や課題を把握．③さらに

研修では，筆者執筆のテキスト及び教材からデータ

を活用して地域課題の所在や解決策を導出するため

の説明を受けた後に，参加者間で教材にある地域分

析の視点を基に地域課題について議論を行う． 

この地域の現状や課題を把握する段階で，RESAS

や e-Stat 等の客観的なデータから地域の特徴を周辺

や比較対象の地域との対比で発見し，行政資料や文

献で補足し，さらにこれとあわせて地域での経験を

通して体得した地域の良さや強み，キーパーソンの

存在等の情報を組み合わせて地域の現状を理解する

ことになる．  

この現状把握の段階を経て，研修では地域におけ

る社会的な課題の解決策を提言する段階に進む． 

①誰に向けて，②何のために，③何を，④どのよ

うに，といった具体性を持たせた内容となる． 

なお，その際には国は現在どのような政策を進め

ているのか，自治体が策定している総合戦略や総合

計画のどの分野に関連する提言なのか，活用可能な

経営資源やネットワークを地域課題解決にどのよう

に援用すると効果的なのか，といった事柄も考慮す

る点である． 

 研修の最終日は，研修参加者が各グループで地域

にどのような課題があり，どのようなアクションプ

ランで課題を解決するかプレゼンテーションを実施．

その内容に対して講師と同社社員からなるファシリ

テーターがフィードバックを行っている． 

さらに各グループの中から選ばれたグループ代表

の参加者は，全体発表の機会が設けられており参加

者全体で共有できるような流れを組み立てている． 

 

3．研修設計の考察と今後の課題 

東京一極集中を是正し，日本全体の活力を上げる

ことを目的とした政策である地方創生の取り組みは

第二期を迎えた．取り組みの推進にあたり国は地方

公共団体に対して，情報面・人材面・財政面で多様

な支援を実施している． 

内閣官房及び内閣府と実践的な地域人材教育プロ

グラムを共同開発．その成果を踏まえて産官学金連

携の教育研修プログラムの開発および実施を支援． 

RESASや e-Stat等の客観的なデータにもとづいて

地域の特徴・傾向・課題を他地域との比較も交えて

分析・整理し，問題点を発見し，解決案を立案し，

その実現性を判断する．そこから最終案を決定し，

関係者との合意形成を図ることが狙いである． 

内閣官房の推薦を受けて 2016 年から過去 5 年間

東京海上日動火災保険株式会社にて実施の社員研修

プログラム「地方創生を題材にした構想力強化研修」

を同社と連携して実施．研修教材を開発，講師を担

当している．これまでの 5 年間累計 13 回の研修に

本社や全国の支店から集まった数多くの社員受講者

と地域の現状と課題を把握し，地域課題の解決策や

地域活性化を考察してきた．RESAS 等の統計データ

の活用に習熟した社員受講者を数多く輩出してきた． 

研修後は，本社や全国各地の支店で，それぞれの

立場で，地域課題の解決に向けたアプローチが進め

られる．その一環として，同社が自治体と連携して

地域の中核企業社員を対象に実施している異業種交

流の研修プログラム，地方創生研鑽会がある． 

筆者は本稿での社員研修とあわせて同社が進める

研鑽会に立ち上げから企画に携わっており，各自治

体で開催される同会にて教材提供及び講義，講演を

行っている．今後は，この両者の成果に関する情報

発信を取組むべき課題の一つと考えている． 

また，内閣府地方創生カレッジにて公開の教材を

開発．スタジオ収録が可能な時期に e-Learning 講座

として公開用の動画を収録するとともに，現在はそ

の一部をビデオライブラリとして 40 分程の動画を

公開している． 

この内閣府地方創生カレッジのビデオライブラリ

の動画は，対面研修・授業が困難な時期に数多くの

受講者や学生が学習に活用している． 

今後は，このビデオライブラリの動画と合わせて

本来計画していた内容・時間尺で e-Learning 講座と

して収録公開し，研修及び教育機関での学習内容の

一部として利用したいと考えている． 

これらを踏まえて引き続き研修内容の改善を継続

したいと考えている． 
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